
令和４年度　事務事業総点検表

市民

Ｒ３ Ｒ２ R1

市
民
自
治
推
進
課

1
地域振興等
事務

～
市

（直営・委
託）

葵区安倍５地区の
行政サービスの維
持、住民主体の地
域づくりの支援

①安倍５地区と市
役所との行政文書
の送達などの行政
連絡
②自治会の課題
解決をテーマとし
た小冊子の作成

①業務委託の契
約件数
②自治会の課題
解決をテーマとし
た小冊子の作成
数

①５件

②２回

①5件
②0回

一
般
14,129 ― 12,597 0.3 0.0

①滞りなく行政
連絡が行われ
ている地区数
②自治会の課
題解決をテー
マとした小冊子
の配布率

①５地
区

②
100％

①５地
区

②－

①５地
区

②-

①５地
区

②-

①安倍５地区に地区セン
ターが設置され、滞りない行
政連絡が行われていることが
行政サービスの維持に寄与
すると判断し、地区数を目標
値として設定した。
②自治会等関係に課題解決
に向けた情報共有をすること
が重要であり、冊子の自治会
への配布率を目標値とした。

①５地
区
②‐

①A
②‐

A

①計画どおり安倍５地区との行政
連絡を遅滞なく実施することができ
た。
②台風15号の影響により、災害救
助法が適用され、救助事務を優先
した関係で、令和2年度で実施した
アンケート結果から明らかになった
課題に対する好事例の共有のた
めの冊子等の発行が実施できな
かった。

①引き続き、安倍５地区との行政
連絡が行われるよう取り組んでい
く。
②アンケート結果の報告とともに、
そのアンケート結果から見えてきた
自治会等の課題解決に向けた取
組の共有を行うため、次年度にお
いても引き続き好事例等の冊子の
作成を行う。

市
民
自
治
推
進
課

2
連合自治組
織運営費補
助金

～
補助等
（交付先）

自治会・町内会等
相互の連携を強
め、その活動を促
進する取組を支援
することにより、住
民自治の振興に寄
与する。

連合自治組織の
円滑な運営を支
援するための補助
金交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般
39,733 ― 39,611 0.6 0.0

計画どおり事業
を実施すること
ができた団体の
割合

100% 100% 100% 100%

補助金交付により、計画どお
り事業実施できることが住民
自治の振興が図られていると
判断し、計画どおり事業を実
施した団体の割合を目標値
とした。
（補助金交付団体数：市・３
区・78学(地)区）

100% A A
計画どおり補助金を交付すること
で、連合自治組織の円滑な運営を
支援した。

単位自治会等の活動を支援する
連合自治組織の円滑な運営を支
援するため、今後も実情に即した
補助金を交付していく。

市
民
自
治
推
進
課

3
集会所建設
費補助金

S 50 ～
補助等
（交付先）

地域活動の拠点を
整備することで、住
民自治の振興と地
域住民の連帯意識
の向上を図る。

集会所を整備する
自治会・町内会へ
の補助金交付

①補助金交付事
務の円滑な実施
②要望のとりまとめ

①遅滞な
く補助金
を交付
②実施

①遅滞なく
補助金を交
付
②実施

一
般
152,000 ― 106,664 1.0 0.0

新築(大規模改
築)の補助金申
請対応率

100％
（４件）

100％
（４件）

100％
（４件）

―

自治会等の要望に対応する
ことで、地域の活動拠点が整
備され、住民自治の振興が
図られると判断し、補助金申
請対応率を目標値とした。

100%
（4件）

A A
計画どおり補助金を交付すること
で、地域の活動拠点が整備され
た。

築30年超の老朽化した集会所が
数多くあり、建替等の要望が増加
することが予想される。
限られた財源の中で計画的に整
備できるよう自治会等の要望状況
を引き続き把握しながら事業実施
に努めていく。

市
民
自
治
推
進
課

4
防犯灯設置
費補助金

H15 ～
補助等
（交付先）

夜間における市民
の交通の安全と犯
罪の防止を図り、
明るく住みよいまち
づくりを推進する。
　環境への負担が
少ない防犯灯を普
及することで、省エ
ネ社会の実現に寄
与する。

①補助金交付事
務の円滑な実施
②防犯灯のLED
化

①遅滞なく補助金
を交付
②LED化灯数

①遅滞な
く補助金
を交付
②2,400
灯

①遅滞なく
補助金を交
付
②1,475灯

一
般
33,067 ― 27,820 1.1 0.6

①防犯灯LED
化率

②消費電力削
減量
（Ｈ24対比）

①91%
②248
万
kW/h

①
87.7%
②234
万
kW/h

①
83.1％
②220
万
kw/ｈ

①
78.１%
②205
万kW/
ｈ

2022年度末にLED化率91％
の目標計画に合わせて設定
した。
また、LED化の進捗に合わ
せた消費電力削減量を目標
値として設定した。

①
89.9％
②242
万
kw/h

①A
②A

A

予定より、更新灯数が少なく、LED
化率と消費電力削減量とは計画を
若干下回ったが、令和3年度実績
よりLED化率は3.3％、消費電力量
削減量は3.4％増加し、省エネ社
会の実現に寄与することができた。

地域の安心安全及びLED化推進
に寄与できるよう自治会等からの
新設及び更新の各要望状況を把
握し、計画的に事業を実施してい
く。

市
民
自
治
推
進
課

5
防犯灯維持
費補助金

H15 ～
補助等
（交付先）

夜間における市民
の交通の安全と犯
罪の防止を図り、
明るく住みよいまち
づくりを推進する。

公衆のために地
域が設置した防犯
灯を維持する自治
会・町内会等への
補助金交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般
144,306 ― 144,293 1.1 0.0

防犯灯の適切
な維持管理

46,472
灯

45,972
灯

45,923
灯

44,952
灯

令和３年度の実績＋令和４
年度新設予定数(500灯）を
目標値として設定した。

46,836 A A
計画どおり事業を実施することで、
事業目的が達成できた。

今後も地域が設置した防犯灯を維
持できるよう、引き続き補助金を交
付していく。

市
民
自
治
推
進
課

6

コミュニティ
活動用具等
整備事業補
助金

S 63 ～
補助等
（交付先）

住民の交流を深め
るための祭りや郷
土に伝わる芸能の
保存を行う活動又
は地域住民に情報
の提供を行う事業
を推進することによ
り、地域住民の交
流を深める。

行政情報や地域
情報を掲出する場
又は活発な住民
の交流を促すた
め、コミュニティ活
動用具を整備する
自治会・町内会へ
の補助金交付

①補助金交付事
務の円滑な実施
②要望のとりまとめ

①遅滞な
く補助金
を交付
②実施

①遅滞なく
補助金を交
付
②実施

一
般
5,963 ― 3,747 0.8 0.0

補助金申請対
応率

100%
（16件)

100%
（27件)

100%
（22件)

―

自治会等の要望に対応する
ことで、地域活動の活性化、
振興が図られると判断し、補
助金申請対応率を目標値と
した。

100％
（23件）

A A
自治会等の要望どおり補助金を交
付し、自治会等のコミュニティ媒体
を整備することができた。

積極的に本補助金が利用されるよ
う自治会等に周知すると共に、自
治会等からの要望状況を把握し、
補助金を交付していく。

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値
決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

局

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度



Ｒ３ Ｒ２ R1

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値
決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

市
民
自
治
推
進
課

7
遺家族援護
事業

～
市

（直営・委
託）

戦争犠牲者への追
悼及び陸軍墓地
施設の管理維持を
行い、悲惨な戦争
を風化させず、平
和を祈念する。

①追悼式の開催
②旧陸軍墓地の
管理

①追悼式の実施
②樹木剪定の実
施

①実施
②実施

①実施
②未実施

一
般
3,081 ― ①1,806②0 0.5 0.6

①追悼式の参
加者数
②管理瑕疵に
よる事故件数

①220
人
②0件

①226
人
②0件

①246
人
②0件

①558
人
②0件

①高齢化が進み、参加者が
減少する中、500人を最低ラ
インとするところ、新型コロナ
ウイルス感染症対策を講じる
必要があることから、席の間
隔等を考慮した220人を目標
とする。
②適正な施設管理をもって
事業目的を達成することから
事故件数を目標値として設
定した。

①269
人
②0件

①S
②A

A

①新型コロナウイルス感染症を踏
まえた参加人数で、予定どおり開
催することができた。
②台風15号の影響により、樹木選
定は行えなかったが、地元自治会
との連絡を密にし管理することで事
業目的を実施できた。

①戦争の記憶の風化が危惧される
中、戦争と平和を考える場となるよ
う本式典等を広く周知し、若い世
代が参加できる仕組みを検討して
いく
②墓石類の老朽化、樹木の巨大
化等により維持管理経費の増加が
見込まれるため、更なる予算確保
に努め、計画的な樹木剪定など事
業を実施していく。

市
民
自
治
推
進
課

8
特別弔慰金
支給事務

Ｒ 2 ～Ｒ 5
市

（直営）

国として改めて弔
意の意を表すた
め、戦没者等のご
遺族に特別弔慰金
を支給する。

国債の受領及び
交付

国債の交付 実施 実施
一
般

555 ― 244 1.0 7.6 交付の誤り件数 ０件 ０件 ０件 ―

適正な国債の交付をもって
事業目的を達成することから
交付の誤り件数を目標値とし
て設定した。

０件 A A

申請のあった特別弔慰金につい
て、漏れなく県に進達をし、国債の
交付についても、請求者等に対し
誤りなく交付した。

R5.3.31までの請求期限であること
の周知を行う。

市
民
自
治
推
進
課

9
遺族会補助
金

-
補助等
（交付先）

戦没者の慰霊、追
悼を通じて戦争の
悲惨さと平和の尊
さを後世に伝える
活動を支援し、もっ
て平和思想の高揚
に資する。

戦没者の慰霊及
び追悼に関する
事業を実施する遺
族会に対しての補
助金交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

実施
一
般
2,301 ― 2,288 0.1 0.1

計画どおり事業
を実施すること
ができた団体の
割合

100％
(４団
体)

100％
(４団
体)

100％
(４団
体)

100％
(４団
体)

補助金の交付により各団体
が計画どおり事業の実施が
できたことで、事業目的達成
の一助となることから交付団
体の割合を目標値として設
定した。

100％
(４団
体)

A A

補助金の交付により、各団体にお
ける戦没者の慰霊及び追悼に関
する事業、戦没者遺族の相互扶助
に関する事業などの計画事業が実
施され、事業目的が達成できた。

各団体の運営が円滑に行われるよ
う今後も補助金交付事務を実施し
ていく。

市
民
自
治
推
進
課

10
戦災遺族会
補助金

-
補助等
（交付先）

戦災死没者の慰
霊、追悼を通じて
戦争の悲惨さと平
和の尊さを後世に
伝える活動を支援
し、もって平和思想
の高揚に資する。

戦災死没者の慰
霊及び追悼に関
する事業を実施す
る戦災遺族会に
対しての補助金交
付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

実施
一
般

69 ― 69 0.1 0.1

計画どおり事業
を実施すること
ができた団体の
割合

100％
(１団
体)

100％
(１団
体)

100％
(１団
体)

100％
(１団
体)

補助金の交付により団体が
計画どおり事業の実施がで
きたことで、事業目的達成の
一助となることから交付団体
の割合を目標値として設定し
た。

100%
１団体

A A

補助金の交付により、団体におけ
る戦災死没者の慰霊及び追悼に
関する事業、戦災死没者遺族の相
互扶助に関する事業などの計画事
業が実施され、事業目的が達成で
きた。

各団体の運営が円滑に行われるよ
う今後も補助金交付事務を実施し
ていく。

市
民
自
治
推
進
課

11
原水爆被害
者の会補助
金

-
補助等
（交付先）

原水爆被害者の慰
霊等を通じて核兵
器の恐ろしさと平
和の尊さを後世に
伝える活動を支援
し、もって平和思想
の高揚に資する。

原水爆被害者の
慰霊等に関する
事業を実施する原
水爆被害者の会
に対しての補助金
を交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

実施
一
般

236 ― 236 0.1 0.1

計画どおり事業
を実施すること
ができた団体の
割合

100％
(１団
体)

100％
(１団
体)

100％
(１団
体)

100％
(１団
体)

補助金の交付により団体が
計画どおり事業の実施がで
きたことで、事業目的達成の
一助となることから交付団体
の割合を目標値として設定し
た。

100%
１団体

A A

補助金の交付により、団体におけ
る原水爆犠牲者の慰霊及び追悼
に関する事業、原水爆被害者の相
互扶助に関する事業など計画事
業が実施され、事業目的が達成で
きた。

各団体の運営が円滑に行われるよ
う今後も補助金交付事務を実施し
ていく。

市
民
自
治
推
進
課

12
災害見舞金
交付事業

～
市

（直営）

災害により被害を
受けた市民に対し
災害見舞金を交付
する。

災害見舞金の交
付

対象者の把握 実施 実施
一
般
152,334 ― 150,418 0.8 0.0

対象者への交
付率

100% 100% ― ―

災害見舞金交付対象者を漏
れることなく交付することが目
的であることから災害見舞金
の交付を目標値とした。

98% A A

令和４年度は火災被災者に加え、
台風15号による被害が発生し、災
害見舞金の交付対象者が例年の
対象者数を大幅に上回ったもの
の、対象となる被災者を把握し、対
象者の98％に災害見舞金を交付
することができた。

見舞金を受領していない２％の対
象者に対し、今後も引き続き勧奨
通知の発送等を行い、被災者への
誠実な支援を実施していく。
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①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名
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市
民
自
治
推
進
課

13
市民活動促
進事業

-
市

（直営・委
託）

市民活動を促進す
ることによって、市
民自治によるまち
づくりに寄与する。

①市民活動セン
ターの運営
②市民活動促進
協議会の開催

①モニタリング調
査の実施回数
②センター連絡会
議開催数
③市民活動促進
協議会開催数

①１回
②６回
③４回

①１回
②６回
③４回

一
般
67,616 ― 66,910 2.5 1.0

①市民活動セ
ンター利用者数
②市民活動セ
ンター利用登録
団体数
③市民活動セ
ンター利用者満
足度調査で「満
足」等と回答し
た人の割合
④認定及び特
例認定ＮＰＯ法
人数

①
44,659
人
②
1,143
団体
③95%
④14団
体

①
39,451
人
②
1,143
団体
③95%
④14団
体

①
34,848
人
②
1,115
団体
③95%
④14団
体

①
62,506
人
②
1,095
団体
③96%
④12団
体

①新型コロナウイルス感染症
の影響を踏まえ、令和２年度
と令和３年度の実績値の増
加率（13.2％）を令和３年度
実績値に乗じて目標値を設
定した。
②前年度実績が第３次静岡
市市民活動促進基本計画の
Ｒ４成果目標を達成したた
め、前年度実績の維持を目
標とした。
③過去３年間の平均の実績
値と前年度の実績値のうち
高い値を目標値として設定し
た。
④前年度実績が第３次静岡
市市民活動促進基本計画の
Ｒ４成果目標を達成したた
め、前年度実績の維持を目
標とした。

①
44,569
人
②
1,175
団体
③89％
④14団
体

①A
②A
③B
④A

A

①及び③については、成果指標を
やや下回るが、①については前年
度と比較すると増加傾向にあるこ
と、③については、評価区分Aに近
い高い数値となっている。また、②
及び④は成果指標を達成したこと
から総合的にAとした。

団体構成員の高齢化により、継続
的な活動が難しくなり、センターの
利用者や登録団体数が減少に転
じる可能性が出てきている。このた
め、団体間の交流等をセンターで
積極的に行い、団体の後継者を見
つける等継続的な活動の維持を目
指す。

市
民
自
治
推
進
課

14
協働事業促
進事業

-
市

（委託）

市と市民活動団体
の協働を促進する
ことによって、社会
的課題のより効果
的な解決を図る。

①協働パイロット
事業の実施
②職員への啓発

①ＮＰＯ向け説明
会開催回数
②職員研修会開
催回数

①２回
②１回

①２回
②１回

一
般
2,530 ― 2,313 0.5 0.0

①パイロット事
業企画提案数
②市と市民活
動団体の協働
事業数

①８件
②262
件

①７件
②237
件

①10件
②222
件

①６件
②264
件

①過去３年間の平均の実績
値と前年度の実績値のうち
高い値を目標値として設定し
た。
②第３次静岡市市民活動促
進基本計画のＲ４成果目標
値とした。

①７件
②277
件

①B
②S

A

①については応募提案数は成果
指標を下回ったものの、協議のうえ
取り下げとなったものを含めた総応
募数は11件であり募集規模は前年
度を維持したことを踏まえ、総合的
にAとした。

市民協働の推進にあたっては市職
員が協働の重要性を理解し、積極
的に取り入れていく必要があること
から、研修等を通じた職員の協働
意識の醸成に取り組む。

市
民
自
治
推
進
課

15
市民活動支
援システム
運用等業務

H30 -
市

（委託）

市民が自分の住む
地域で行われてい
る、まちづくり活動
に参加を促すため
の情報を提供す
る。

静岡市市民活動
ポータルサイト「こ
こからネット」の運
用

①定期報告による
アクセスレポートの
報告確認回数
②特集記事の掲
載

①12回
②２回

①12回
②２回

一
般
2,889 ― 2,789 0.5 0.0

静岡市市民活
動ポータルサイ
ト「ここからネッ
ト」の
①年間総アクセ
ス件数
②情報を公開し
ている団体数

①
167,00
0件
②728
団体

①
152,69
1件
②728
団体

①
172,80
5件
②702
団体

①
182,80
0件
②744
団体

①ボランティア情報の登録等
を積極的に進め、情報更新
に努めることとし、総アクセス
数前年度比１割増加を見込
む。
②過去３年間の平均の実績
値と前年度の実績値のうち
高い値を目標値として設定し
た。

①
167,62
0件
②761
団体

①A
②A

A
①②ともに成果指標を達成したた
め。

市民活動団体の利用頻度を高め
ることでアクセス数の更なる向上が
見込まれるため、利用周知チラシ
の作成、配布や、使い方講座の開
催等を通じて市民活動団体の利
用促進を図る。

市
民
自
治
推
進
課

16

ふるさと応
援寄附金等
によるNPO
等指定寄附
事業

Ｒ 2 -
補助等
（交付先）

社会的課題に取り
組む市民活動団
体等と寄附者の応
援したい気持ちを
繋ぐ架け橋に本市
がなることで、活力
ある地域づくりの促
進を図る。

ふるさと応援寄附
金等によるＮＰＯ
等を指定した寄附
制度を活用し、市
民活動団体等に
補助金を交付す
る。

①団体の募集及
び審査
②個別相談会の
実施

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
17,406 ― 4,680 0.5 0.0

①寄附募集を
行ったプロジェ
クト数
②前年度にふ
るさと応援寄附
金の募集を
行ったプロジェ
クトの実現率

①８件
②100%

８件 ①16件 ―

①令和３年度実績及び他都
市の類似事業を参照し設定
した。
②ふるさと応援寄附金による
支援が一助となり団体がプロ
ジェクトを実現できていること
を指標として設定した。

①６件
②
87.5%

①B
②B

B

①②とも成果指標をやや下回った
ため。なお、②は新型コロナウイル
ス感染症の影響で実施を延期した
事業があったもので、延期した事
業は令和５年度に実施予定であ
る。

集められた寄附金を補助金として
交付することで、事業目的である
市民活動団体の資金調達の支援
に成果があったが、制度を利用し
た市民活動団体から利用に係る負
担や制約、使いにくさを指摘する
声があるため、より活用しやすい制
度の検討を進める。

市
民
自
治
推
進
課

17
災害ボラン
ティア活動
の調整事務

Ｒ 4
市

（委託）

台風15号災害にお
ける災害ボランティ
アの調整を通じて
被災者支援活動の
円滑化・効率化を
図る。

台風15号災害に
おける災害ボラン
ティアの調整に係
る事務の実施

①業務委託契約
②精算事務

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
44,803 ― 28,845 0.3 0.5

災害ボランティ
アの調整事務
を通じた被災者
支援の実施

実施 ― ― ―

災害ボランティアの調整に
よって被災者支援活動の円
滑化・効率化が図られるた
め。

実施 A A

災害ボランティアの調整を通じて
被災者支援活動の円滑化・効率
化が図られ、災害ボランティア本部
を通じ、延べ5,000名以上の方々
が1,900件近くの被災者からの支
援要請に対応し、早期復旧につな
げることができたため。

災害ボランティアセンター運営に
係る必要な経費について静岡市
社会福祉協議会と市でどのように
費用負担するかの想定ができてい
なかったことから、市社協との覚書
の締結等を検討する。

市
民
自
治
推
進
課

18

災害ボラン
ティア本部
運営費補助
金

Ｒ 4
補助等
（交付先）

台風15号災害にお
ける災害ボランティ
アセンターの活動
範囲拡大と活動の
円滑実施の両立を
支援する。

台風15号災害に
おける災害ボラン
ティアセンターの
サテライト拠点の
設置事業に対す
る補助金の交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般
29,000 ― 27,265 0.2 0.0

災害ボランティ
アセンターのサ
テライト拠点の
設置、運営

実施 ― ― ―

災害ボランティアセンターの
サテライト拠点の運営によっ
て、災害ボランティアの活動
範囲拡大と活動の円滑実施
の両立を支援することができ
るため。

実施 A A

サテライト拠点を設置、運営するこ
とで、災害ボランティアの活動範囲
の拡大と円滑実施が図られたた
め。

台風15号災害においては、災害ボ
ランティアセンターのサテライト拠
点を速やかに決定できなかったこ
とから、サテライト拠点候補地とな
る施設の想定ができるよう検討を
行う。
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市
民
自
治
推
進
課

19

住民税非課
税世帯等に
対する臨時
特別給付金
給付事業

Ｒ 3 ～Ｒ 4
市

（直営）

新型コロナウイルス
感染症の影響が長
期化する中、速や
かに生活・暮らしの
支援を受けられる
よう、住民税非課
税世帯等に対して
臨時特別の給付金
を支給する。

・確認書。申請書
の適正な審査
・給付金の支給

①確認書、申請書
の適正な審査
②給付金の支給

①②実
施

①②実施
一
般

1,160,000 2,495,600 2,175,420 8.0 3.0
支給決定者へ
の給付率

100% 100% ― ―

迅速かつ的確に給付するこ
とが目的であることから支給
決定者への給付率を目標と
した。

100% A A
77,471世帯に対して給付が完了し
成果指標を達成したため

―

市
民
自
治
推
進
課

20

電気・ガス・
食料品等価
格高騰緊急
支援給付金
給付事業

Ｒ 4
市

（直営）

電気・ガス・食料品
等の価格高騰によ
る負担増を踏ま
え、特に家計への
影響が大きい低所
得世帯に対して給
付金を支給する。

・確認書。申請書
の適正な審査
・給付金の支給

①確認書、申請書
の適正な審査
②給付金の支給

①②実
施

①②実施
一
般

4,100,000 ― 3,615,516 6.0 0.0
支給決定者へ
の給付率

100% ― ― ―

迅速かつ的確に給付するこ
とが目的であることから支給
決定者への給付率を目標と
した。

100% A A
68,733世帯に対して給付が完了し
成果指標を達成したため

―

市
民
自
治
推
進
課

21
地域連絡事
務

S 47 ～
補助等
（委託・交
付先）

行政情報の定期的
な発信を行い、市
と地域住民との連
絡を密にし、協働
によるまちづくりの
推進に資する。
また、地域活動に
長年貢献された方
の功績を称える。

①行政文書を自
治会等を通じて市
民に提供
②行政文書の配
付を行う自治会等
への交付金交付
③地域活動に貢
献された方に対す
る表彰式の開催

①業務委託の契
約件数
②交付金交付事
務の円滑な実施
③対象者の選出
率

①３件
②遅滞な
く交付金
を交付
③100％

①３件
②遅滞なく
交付金を交
付
③100％

一
般
172,790 ― 169,741 1.0 0.3

①行政文書の
配付等行政連
絡事務を嘱託し
た団体数
②地域自治振
興有功者表彰
式の実施

①685
団体

②実施

①685
団体

②実施

①684
団体

②実施

①686
団体

②実施

①嘱託団体数を維持するこ
とが行政連絡ができていると
解釈し、当該団体数を目標
値として設定した。
②対象者を漏れることなく選
出し、その方に敬意を証する
形として表彰式があるので実
施することを目標値とした。

①683
団体
②実施

①A
②A

A

①自治会等を通じた地域連絡事
務により、市政に関する情報を発
信することができた。
②予定どおり対象者を選出し、表
彰することができた。

①自治会から、行政の回覧物が多
いとの意見があるため、配付文書
の庁内ルールを徹底し、自治会等
の負担軽減及び効果的な情報発
信に努めていく。
②引き続き、潜在候補者リストを作
成し、対象者の漏れがないよう、事
務の適正な執行に取組んでいく。

市
民
自
治
推
進
課

22
災害援護資
金貸付事業

～
市

（直営）

災害により被害を
受けた市民に対し
災害援護資金を貸
付け、被災者の生
活再建を支援す
る。

災害援護資金の
貸付け

各区で決定した貸
付決定者に対する
貸付の実施

実施 実施
一
般
110,000 ― 16,445 0.5 0.0

貸付決定者へ
の貸付率

100% ― ― ―

貸付決定者に対する支給事
務を行っており、確実に支給
を行うことが求められるため、
貸付率を目標値とした。

100% A A
貸付決定者の100％に災害援護資
金を貸し付けることができた。

令和４年台風15号に係る借入申込
は令和５年１月４日に期限を迎えて
いる。今後、対象となる災害が発生
した場合には、予算措置も含め迅
速に対応する。

男
女
共
同
参
画
・
人
権
政
策
課

23
男女共同参
画行動計画
推進事業

H16 ～
市

（直営）

男女共同参画社
会の実現のため、
男女共同参画行
動計画等に基づき
施策の推進を図
る。

①男女共同参画
審議会の開催
②第３次静岡市男
女共同参画行動
計画、静岡市DV
防止基本計画及
び静岡市女性活
躍推進計画の進
捗状況調査
③第４次静岡市男
女共同参画行動
計画、第２次静岡
市DV防止基本計
画及び第２次静岡
市女性活躍推進
計画の策定
④男女共同参画
推進員研修会の
開催

①審議会開催回
数
②第３次静岡市男
女共同参画行動
計画、静岡市DV
防止基本計画及
び静岡市女性活
躍推進計画の進
捗状況調査の実
施、HP公表
③計画書発行、Ｈ
Ｐ公表
④推進員研修会
開催回数

①４回
②完了・
公表
③完了
④１回

①４回
②完了・公
表
③完了
④１回

一
般
1,895 ― 928 1.2 0.0

第３次静岡市男
女共同参画行
動計画の重点
目標に沿って
実施した事業の
実施割合

80.0% 89.4% 95.5% 100%

第３次静岡市男女共同参画
行動計画の４つの重点目標
に登載したR４の119事業の
実施割合について、評価基
準等の見直しを行ったため
80%を目標値として設定し
た。

94.1% S S

コロナ禍において一部の事業が中
止となったものの、概ね第３次静岡
市男女共同参画行動計画の4つの
重点目標に沿って事業を実施する
ことができた。

令和4年に策定した第4次静岡市
男女共同参画行動計画の着実な
推進を図っていく。

男
女
共
同
参
画
・
人
権
政
策
課

24
男性相談事
業

H20 ～
市

（直営）

男性が性別役割分
担意識に縛られ
様々な悩みを抱え
ているなか、相談
者自身において解
決の糸口を見つけ
られるよう支援を行
う。

①男性相談員によ
る男性向けの電話
相談の実施
②男性相談員向
け研修会の開催

①開設日数
②研修会開催回
数

①24日
②３回

①24日
②３回

一
般

320 ― 277 0.1 0.0
男性相談の適
切な実施

実施
実施
（80件）

実施
（83件）

実施
（80件）

相談者の悩みの解決を支援
する、相談の適切な実施を
指標として設定した。

実施
（84件）

A A

・相談員のスキルアップのための
研修を実施し、相談についても計
画どおり実施することができた。

・継続的な相談者が一定程度お
り、新規の相談に対応しにくい状
態となっているため、相談体制を
検討していく。
また、男性相談員の高齢化、担い
手不足のため、相談員養成講座の
実施に向けて検討していく。



Ｒ３ Ｒ２ R1

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値
決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

男
女
共
同
参
画
・
人
権
政
策
課

25
男女共同参
画啓発事業

～
市

（直営・委
託）

男女共同参画社
会の実現のため、
地域、学校、庁内
における啓発活動
を実施し、男女共
同参画社会への理
解を深める。

①男女共同参画・
暴力防止に関す
る講座、講演会、
市職員研修会の
開催、啓発展示の
実施
②男女共同参画
情報誌パ・ザ・パ
の発行
③中学１年生対象
の男女共同参画
啓発冊子の発行
④小中学校対象
出前講座の開催

①講座、講演会、
研修会開催回数、
展示の実施回数
②情報誌の発行
回数
③啓発冊子の発
行回数
④学校出前講座
の開催回数

①15回
②１回
③１回
④12回

①16回
②１回
③１回
④24回

一
般
1,783 ― 1,588 0.4 0.0

中学校、女性
団体委託事
業、職員研修に
おける受講者
理解度

93.0% 94.6% 90.4% ―

講座内容を理解してもらうこ
とが必要と考え、R２に指標を
満足度から理解度へ変更し
た。
受講者アンケートの理解度
における前年度の実績を参
考に目標値を設定した。

93.1% A A
・計画に沿って講演会・講座や学
校出前講座を実施し、目標値を達
成した。

・引き続き、講演会・講座内容を社
会情勢に合致した内容に見直しな
がら男女共同参画の推進を図って
いく。
・市民意識調査結果におけるジェ
ンダーギャップの状況を踏まえ、男
性の家事・育児への参加に関する
啓発を実施していく。

男
女
共
同
参
画
・
人
権
政
策
課

26
静岡市女性
団体連絡会
補助金

S 47 ～
補助等
（交付先）

地域活動の活性化
や女性のネット
ワークづくりを行う
静岡市女性団体
連絡会の活動を支
援し、地域・家庭に
おける男女共同参
画の推進の担い手
を育成する。

男女共同参画社
会の実現に向けた
意識啓発、女性団
体の組織拡充と指
導者の育成などを
目的とした活動に
要する経費への
補助

①補助金交付事
務の円滑な実施
②市女性団体連
絡会の活動支援
の実施

①遅滞な
く補助金
を交付
②実施

①遅滞なく
補助金を交
付
②実施

一
般

261 ― 261 0.1 0.0
当該団体の事
業計画に基づく
事業の実施

100% 100% 100% 100%

市女性団体連絡会の事業計
画に沿って実施した４事業の
実施割合100％を目標値とし
て設定した。

100% A A

・事業計画に基づく事業が100％
実施されており、目標を達成してい
る。
・当該団体の事業実施により、地
域や家庭における男女共同参画
推進の担い手を育成することがで
きた。

・団体の地域における活動が定型
的なものになりがちであることと、担
い手の高齢化が課題である。
・引き続き団体への支援を行って
いく中で、団体の持つ地域ネット
ワークを活かした取組みや、次世
代の育成についての助言を行う。

男
女
共
同
参
画
・
人
権
政
策
課

27
女性の活躍
応援プロ
ジェクト

H 27 ～
市

（直営・委
託）

女性の輝くまちし
ずおかの実現を目
指し、女性の職業
生活における活躍
を推進する。

①官民連携会議
の開催
②女性活躍ブラン
ドの認定
③ダイバーシティ
in静岡の開催
④男性の家事育
児等参画促進
ワークショップの開
催

①官民連携会議
開催回数
②女性活躍ブラン
ド商品の認定数
③ダイバーシティ
in静岡開催回数
④男性の家事育
児参画促進等
ワークショップ開催
回数

①１回
②８件
③３回
④２回

①１回
②３件
③３回
④２回

一
般
4,277 ― 3,759 1.2 0.0

静岡市は「女性
が活躍できるま
ち」だと思う人の
割合

60.0% 62.4% 53.2% -

しずおか女子きらっ☆プロ
ジェクトの成果指標の目標値
として定めている値に設定し
た。
※ただしR2の値は、静岡市
は「女性が活躍しやすいま
ち」だと思う人の割合

63% A A
・計画に沿って事業を実施し、目
標値を達成した。

・女性活躍の推進には、企業の働
き方改革や男性の意識改革が重
要であるため、事業所の育児・介
護の環境整備の義務化の流れに
沿って経営者層や男性社員への
働き掛けを行っていく。
また、事業等における参加者の募
集方法や、テーマの設定などにつ
いては、働きかけを行いたい層に
届く方法を検討していく。

男
女
共
同
参
画
・
人
権
政
策
課

28
女性相談プ
ラットフォー
ム運営事業

Ｒ 3 ～
市

（委託）

静岡市女性会館
相談室の機能を補
完し、相談者を支
える仕組となるプ
ラットフォームを運
営し、様々な課題・
困難を抱える女性
を支援していく。

困難を抱える女性
のための居場所
兼サポート窓口を
女性会館に開設
する。
各機関との調整を
行う。

居場所兼サポート
窓口の開設

年間11
回

年間11回
一
般

385 - 384 0.1 0.0
居場所兼サ
ポート窓口の参
加者満足度

90.00% 98.60% - -
新規事業であった昨年度の
実績値を参考に目標値を設
定した。

96.60% S S

・心を落ち着かせる会場設営と、困
難を抱える女性に寄り添うスタッフ
の対応により、参加者の満足度を
高くすることができた。

・開設会場、開設数を拡充し、女
性のための安心な居場所の開設
を継続し実施していく。
・会場、開催数を拡充することによ
り新たな利用者の増加も見込ま
れ、全市域から女性会館の女性相
談事業につなげるきっかけとして
いく。

男
女
共
同
参
画
・
人
権
政
策
課

29
ＬＧＢＴQフ
レンドリー推
進事業

H31 ～
市

（直営・委
託）

性の多様性の無理
解により性的少数
者への偏見や差別
があるため、市民
啓発や当事者の困
難解消を図る。

①交流会の開催
②職員研修会の
開催
③パートナーシッ
プ宣誓制度等の
説明会の実施（出
前講座含む）

①交流会開催回
数
②職員研修会開
催回数
③説明会開催数
（出前講座含む）

①10回
②２回
③10回

①10回
②２回
③12回

一
般

950 ― 1,011 0.5 0.0

①交流会にお
ける参加者満
足度
②職員研修会
の理解度

①
89.0％
②
94.0％

①
93.3％
②
97.4％

①
89.9％
②
90.4％

①
83.3％
②
-

①直近３か年の平均値を上
回る数値を目標値に設定し
た。
②職員研修会の理解度に変
更し、直近２か年の平均値を
目標値に設定した。

①
94.6％
②
100％

①S
②S

S

・交流会事業の予定回数を実施す
ることができ、高い満足度を得るこ
とができた。
・職員研修の講師の的確な選定に
より高い理解度を得ることができ
た。

・引き続き、性的少数者の困難解
消に努めていく。また、市民、学
校、企業等へパートナーシップ宣
誓制度の周知と性の多様性につ
いての理解促進に努めていく。
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①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値
決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

男
女
共
同
参
画
・
人
権
政
策
課

30
女性会館運
営管理

H 4 ～
市

（直営・委
託）

男女共同参画社
会実現のための拠
点施設である女性
会館を管理運営
し、男女共同参画
に係る各種事業を
通して市民に広く
啓発するとともに、
女性をとりまく諸問
題の解決に取組む
市民グループの活
動を支援する。

①指定管理者との
協定の締結、男女
共同参画に関す
る講座の開催、団
体活動の支援、情
報収集発信のた
めの図書コーナー
の運営、施設管理
②女性会館相談
室の開設：女性の
ための総合相談・
法律相談、ＬＧＢＴ
Q相談の実施
③指定管理事業
の年度評価の実
施

①指定管理業務
のモニタリング実
施回数
②指定管理業務
報告確認・検査回
数（年報１件、月
報12件）
③年度評価の実
施

①１回
②13件
③完了

①１回
②13件
③完了

一
般
109,667 ― 108,695 1.0 0.2

①新規利用者
数（講座、相
談、図書）
②講座受講者
の理解度
③図書コー
ナーの図書貸
出冊数
④女性相談の
適切な実施

①
1,100
人
②
80.0％
③
13,250
冊
④実施

①
884人
②-
③
16,396
冊
④実施
(1,922
件）

①
957人
②-
③
16,583
冊
④実施
（1,938
件）

①
1,187
人
②-
③
11,259
冊
④実施
（1,834
件）

①、②R4に締結した協定書
の数値を目標値とする設定
に変更した。
③令和2・3年度の実績値が
中央図書館改修に伴う増加
分があることを勘案し、過去3
年間の平均値を目標値に設
定した。
④相談の適切な実施を指標
として設定した（相談の適切
な実施がなされているかにつ
いては、拡大ケースカンファ
レンスに出席し確認する）。

①
1,284
人
②
97.3％
③
17,384
冊
④実施
（1,889
件）

①S
②S
③S
④A

S

・高校生向けの探求学習サポート
講座を追加して実施し、昨年度の
課題であった利用率の低い層
（10・20代の若い世代や清水区
民）について利用率の向上が見ら
れた。
・図書の予約のPRに努めることによ
り、図書貸出冊数も例年を大きく上
回った。
・相談対応件数は若干減少した
が、相談員の配置人数を増やし、
相談受付時間を変更することで、
未対応件数が４割減った。
・全体を通して高い達成度である
ため評価はSとした。

・引き続きSNS等を積極的に活用
し、講座・相談等を実施することに
より、これまで女性会館を利用した
ことがない潜在利用者層を掘り起
こし、男女共同参画の拠点施設と
しての機能をさらに充実させていく
よう、指定管理者と協議等を行って
いく。
・相談事業に携わる職員の離職が
多いため、継続した就労が可能な
就業環境、体制づくり等を検討す
る。

男
女
共
同
参
画
・
人
権
政
策
課

31
人権啓発事
業

～
市

（直営・委
託）

人権の大切さ、人
権尊重の理念を地
域社会に広く浸透
させる。

①人権啓発講演
会
②人権教育事業
③スポーツ組織と
の連携事業

①講演会の運営
②市内こども園等
へ訪問
③各種イベントの
運営

①実施
②４園
③３回

①実施
②６園
③３回

一
般
4,049 ― 2,941 0.3 0.0

人権サッカー教
室、人権フェス
ティバル、人権
啓発講演会に
おける人権に
ついて理解が
深まった人の割
合

96.0% 96.0% 96.0% 95.0%
過去３年の平均値を勘案し、
平均値以上を目標として設
定した。

96.8% A A
・講演会やイベント事業等の予定
回数を全て実施することができ、高
い理解度を得ることができた。

・引き続き、人権に対する理解促
進のため啓発活動に努めていく。

男
女
共
同
参
画
・
人
権
政
策
課

32
人権擁護委
員会補助金

～
補助等
（交付先）

地域の中で人権思
想を広め、人権が
侵害されないように
配慮する考え方の
推進を図るととも
に、研修等の実施
を通じて、委員の
資質の向上を図
る。

静岡人権擁護委
員協議会及び同
協議会静岡市委
員会への補助金
交付

①補助金交付事
務の円滑な実施
②事業・会議等の
実施

①遅滞な
く補助金
を交付
②実施

①遅滞なく
補助金を交
付
②実施

一
般
1,731 ― 1,731 0.1 0.0

当該団体の事
業計画に基づく
事業の実施

100% - - -

アンケートを指標としていた
が、静岡人権擁護委員協議
会及び同協議会静岡市委員
会における事業計画に掲載
の事業（約50事業）の実施割
合100％を目標値とする設定
に変更した。

100% A A

・事業計画に基づく事業が100％
実施されており、目標を達成してい
る。
・当該団体の事業実施により、地
域の中で人権思想を広め、人権が
侵害されないように配慮する考え
方の推進を図るとともに、研修等の
実施を通じて、委員の資質の向上
を図ることができた。

・団体の活動が定型的なものにな
りがちであることと、担い手の高齢
化が課題である。
・引き続き団体への支援を行って
いくなかで、時代に沿った取り組み
や、次世代の育成についての助言
を行う。

生
涯
学
習
推
進
課

33

静岡シチズ
ンカレッジ
こ・こ・に推
進事業

H28 -
市

（直営）

庁内各課で実施す
る人材養成事業を
束ね、共通の方針
や仕組みを整備す
ることで、一体的に
市民と行政との協
働によるまちづくり
を担うシチズンシッ
プに富んだ人材を
養成する。

①市民向けの事
業周知
②全市一体的に
人材養成事業を
進めるため、こ・
こ・に関係課で構
成するシチズン
シップ部会で連携
を強化
③修了生の活動
支援

①市民向けの事
業周知に利用した
手法数
②シチズンシップ
部会の開催回数
③修了生への活
動支援の手法数

①10手
法
②３回
③３手法

①10手法
②３回
③３手法

一
般
3,196 - 2,493 1.5 0.2

①静岡シチズン
カレッジ こ・こ・
にを受講した人
のうち、シチズ
ンシップが身に
ついた人の割
合
②修了者数

①
99.0%
②404
人

①
98.5%
②357
人

①
98.5%
②262
人

①
99.0%
②327
人

①直近３か年の平均値と前
年度実績を比較し高い方を
基に設定した。
②令和４年度の講座定員数
に、修了率（修了者数／定
員数）70.7％（直近３か年の
平均値）を乗じた数値とし
た。

①
97.0%
②508
人

①A
②S

A

・新型コロナウイルス感染防止対策
を徹底して開催に努め、27講座全
て開催することができ、成果指標
①、②共に目標を達成し、総合的
にみて地域や社会のために行動し
たいという高い意識を持った人材
を養成することができた。

・人生100年時代や変化の激しい
経済社会を生き抜く「大人の学び
直し」や「リスキリング」の機会増設
など、市民生活を支える人材養成
に加え、地域経済を担う人材養成
にも取り組んでいく。

生
涯
学
習
推
進
課

34 人材養成塾 H 3 -
市

（直営）

地域やまちづくりを
担う人材を養成す
る。

人材養成塾「地域
デザインカレッジ
（自治会・町内会
編）」の開催

地域デザインカ
レッジ（自治会・町
内会編）の開催

実施 実施
一
般
4,354 - 2,412 1.5 0.3

①地域デザイン
カレッジ（自治
会・町内会編）
を受講した人の
うち、シチズン
シップが身につ
いた人の割合
②地域デザイン
カレッジ（自治
会・町内会編）
の修了生数

①100%
②11人

①100%
②６人

①100%
②12人

①100%
②14人

①②直近３か年の平均値と
前年度実績を比較し高い方
を基に設定した。

①90%
②10人

①A
②A

A

・新型コロナウイルス感染防止対策
を徹底して開催に努め、成果指標
①、②共に目標を達成し、総合的
にみて地域や社会のために行動し
たいという高い意識を持った人材
を養成することができた。

・受講生の確保に苦慮するため、
過去の修了生の活動報告会、情
報交換会及び公開講座を行い、
広く参加を促すとともに、修了生の
その後の活動の進捗を把握し、受
講生の課題解決にもつなげてい
く。
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№

実績値
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実績値
決算額
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正
職
員
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会計
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からの
繰越額
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会
計
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③期間
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（千円）
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⑪
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成果（アウトカム）
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達
成
度
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35

高校生まち
づくりスクー
ル（ビジネス
編）

H 31 -
市

（直営）

高校生の地域社会
への参加を促し、
まちづくりの担い手
となる人材を育成
する。

高校生まちづくり
スクール（ビジネス
編）の開催

高校生まちづくり
スクール（ビジネス
編）の開催

実施 実施
一
般
1,358 - 1,187 1.0 0.2

受講した人のう
ちシチズンシッ
プが身につい
た人の割合

100% 100% 100% 95.5%
直近３か年の平均値と前年
度実績を比較し高い方を基
に設定した。

100% A A

・目標を達成し、当初のねらいどお
り、量的にも質的にも地域や社会
のために行動したいという高い意
識を持った若者の人材を養成する
ことができた。

・講座修了後の事業化や起業等に
向けて活動フォローや起業マッチ
ングなどの支援を行っていく。講座
の成果を検証するため、修了生へ
の追跡調査を実施する。

生
涯
学
習
推
進
課

36
大学連携事
業

H21 -
市

（直営）

大学との連携によ
る学習機会の提供
により、市民の専門
化、高度化した学
習要求に応える

①市民大学リレー
講座の開催
②生涯学習施設・
大学共催公開講
座の開催
③大学連携生涯
学習会議の開催

①市民大学リレー
講座の開催
②生涯学習施設・
大学共催公開講
座の開催
③大学連携生涯
学習会議の開催

①６回
②30回
③２回

①６回
②22回
③２回

一
般

290 - 274 0.5 0.3

①市民大学リ
レー講座受講
生満足度
②生涯学習施
設・大学共催公
開講座受講生
満足度

①
82.0%
②
88.0%

①
81.3%
②
84.1%

①
82.0%
②
90.2%

①
78.7%
②
89.8%

①②直近３か年の平均値と
前年度実績を比較し高い方
を基に設定した。

①
82.3%
②
89.7%

①A
②A

A

・目標を達成し、当初のねらいどお
り、量的にも質的にも市民に高度
で専門的な学習機会や情報を提
供することができた。

・人生100年時代や変化の激しい
経済社会を生き抜くための「大人
の学び直し」や「リスキリング」の機
会が求められており、高等教育機
関である大学との連携を強化し、
市民への高度で専門的な学習機
会や情報の提供に取り組んでい
く。

生
涯
学
習
推
進
課

37

生涯学習推
進事業(生
涯学習推進
審議会)

H 20 -
市

（直営）

第２次生涯学習推
進大綱に基づき、
市の生涯学習に関
する施策につい
て、調査審議し、
総合的かつ計画的
に生涯学習の推進
を図る

①第２次生涯学習
推進大綱の進捗
管理
②生涯学習審議
会を開催し、生涯
学習推進大綱進
捗状況等の意見
聴取

①第２次生涯学習
推進大綱後期計
画登載事業数
②生涯学習推進
審議会の開催回
数

①148事
業
②５回

①148事業
②４回

一
般
1,855 - 1,403 1.5 0.2

①第２次生涯学
習推進大綱登
載事業で年度
目標を８割以上
達成した事業の
割合
②生涯学習施
設の利用者数
（貸館）

①
78.2%
②85万
人

①
77.0%
②81万
人

①
70.1%
②58万
人

①
87.4%
②114
万人

①②直近３か年の平均値と
前年度実績を比較して高い
値を基に設定した。

①
89.9%
②92万
人

①Ｓ
②Ｓ

Ｓ

第２次大綱後期計画登載事業の
年度目標達成割合、生涯学習施
設の利用者数ともに目標を達成し
ており、審議会で第３次生涯学習
推進大綱に対する意見を聞き、取
りまとめることができた。

令和５年度以降は、審議会での意
見等を反映しながら、施設利用者
の増加や市民の生涯学習活動が
活発化するような第３次生涯学習
推進大綱の前期推進計画の登載
事業の進捗管理をすると共に、生
涯学習の推進に取り組んでいく。

生
涯
学
習
推
進
課

38
生涯学習セ
ンター運営
事業

-
市

（直営・委
託）

指定管理者のノウ
ハウを活用しなが
ら、市民の生涯学
習活動の場を提供
し、生涯学習への
支援・協力を行うと
ともに推進を図る。

①各種講座等の
開催
②市民が安心して
利用できる施設運
営

①モニタリング実
施箇所数
②月例業務、年度
報告書確認件数
③翌年度協定締
結準備

①11箇
所
②13件
③完了

①11箇所
②13件
③完了

一
般
493,817 - 491,834 3.0 0.2

①利用者満足
度（職員の応
対）
②受講生満足
度
③管理瑕疵に
よる事故

①
97.1％
②
92.0%
③０件

①
97.7%
②
91.7%
③０件

①
96.9%
②
92.3%
③０件

①
96.8%
②
92.0%
③０件

①②直近３か年の平均値と
前年度実績を比較して高い
値を基に設定した。
③適正な施設の管理運営を
目標とするため瑕疵による事
故０件を目標として設定

①
97.4%
②
92.3%
③０件

①A
②A
③A

A

・新型コロナウイルス感染症防止対
策を徹底しつつ、職員が利用者に
丁寧に応対し、施設管理を適切に
行うことで、目標を概ね達成するこ
とができた。

・魅力的な事業企画やサービス向
上によって新規利用者の獲得や利
用者層の拡大を図るとともに、安
全・安心・快適な施設運営のため、
引き続き適切な対応を行っていく。

生
涯
学
習
推
進
課

39
生涯学習交
流館運営事
業（清水区）

-
市

（直営・委
託）

指定管理者のノウ
ハウを活用しなが
ら、市民の生涯学
習活動の場を提供
し、生涯学習への
支援・協力を行うと
ともに推進を図る。

①各種講座等の
開催
②市民が安心して
利用できる施設運
営

①モニタリング実
施箇所数
②月例業務、年度
報告書確認件数
③翌年度協定締
結準備

①21箇
所
②13件
③完了

①21箇所
②13件
③完了

一
般
572,462 - 559,248 3.0 0.2

①利用者満足
度（職員の応
対）
②受講生満足
度
③管理瑕疵に
よる事故

①
88.3%
②
94.8%
③０件

①
90.0%
②
94.7%
③０件

①
89.2%
②
94.3%
③０件

①
88.1%
②
95.3%
③０件

①②直近３か年の平均値と
前年度実績を比較して高い
値を基に設定した。
③適正な施設の管理運営を
目標とするため瑕疵による事
故０件を目標として設定

①
99.3%
②
95.2%
③
０件

①S
②A
③A

A

・新型コロナウイルス感染症防止対
策を徹底しつつ、職員が利用者に
丁寧に応対し、施設管理を適切に
行うことで、目標を概ね達成するこ
とができた。

・魅力的な事業企画やサービス向
上によって新規利用者の獲得や利
用者層の拡大を図るとともに、安
全・安心・快適な施設運営のため、
引き続き適切な対応を行っていく。

生
涯
学
習
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40
生涯学習交
流館運営事
業（葵区）

-
市

（直営・委
託）

市民の生涯学習活
動の場を提供し、
生涯学習への支
援・協力を行うとと
もに推進を図る。

①各種講座等の
開催
②市民が安心して
利用できる施設運
営（直営館の維持
管理業務）

①講座回数
②施設維持点検
等業務の完了

①110回
②８業務

①121回
②８業務

一
般
15,340 - 11,231 1.5 0.7

①受講生満足
度
②管理瑕疵に
よる事故

①
96.0%
②０件

①
96.0%
②０件

①
96.0%
②０件

①
96.0%
②０件

①直近３か年の平均値と前
年度実績を比較して高い値
を基に設定した。
②適正な施設の管理運営を
目標とするため瑕疵による事
故０件を目標として設定

①
92.7%
②
０件

①A
②A

A

新型コロナウイルス感染症防止対
策を徹底しつつ、職員が利用者に
丁寧に応対し、施設管理を適切に
行うことで、目標を達成することが
できた。

・魅力的な事業企画やサービス向
上によって新規利用者の獲得や利
用者層の拡大を図るとともに、安
全・安心・快適な施設運営のため、
引き続き適切な対応を行っていく。

生
涯
学
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推
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41
生涯学習情
報システム
運営

H14 -
市

（直営・委
託）

施設予約のシステ
ム化により、事務の
効率化、迅速化と
ともに、利用者の
利便性向上を図
る。

予約システム及び
機器の賃借業務

定期報告によるシ
ステム稼働状況の
報告確認回数

12回 １２回
一
般
6,779 - 6,698 0.5 0.0

予約システムの
年間のシステム
稼働率（点検等
による計画的な
停止等を除く）
※利用者が施
設の空き状況を
いつでも確認で
きる状態

100% 100% 100% 100%
直近３か年の実績を基に設
定した。

100% A A
施設予約システムは適正な点検・
運用により目標を達成することがで
きた。

令和６年10月のシステム更改に向
けて、利用者・管理者ともに使いや
すいシステムの導入を目指し協議
を進めていく。
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42
まちづくり推
進事業補助
金

S 57 -
補助等
（交付先）

コミュニティの醸成
と地域主体の住民
参画による個性あ
るまちづくりを推進
するため、年間を
通して、計画的・継
続的に様々な地域
活動を支援する。

地域が主体的に
行う「ふれあい事
業」、「環境美化事
業」、「子ども健全
育成事業」、「教育
文化事業」、「安全
対策事業」、「福
祉・健康事業」、
「生活環境事業」、
「文化伝承事業」
の８事業に対して
補助金を交付す
る。

まちづくり推進事
業補助金交付事
務の円滑な実施

19件 19件
一
般
15,488 - 12,955 0.6 0.0

実施事業数
※19交付団体
が、まちづくりの
事業に幅広く取
組んだ成果

154事
業

130事
業

127事
業

204事
業

直近３か年の平均値と前年
度実績を比較して高い値を
基に設定した。

153事
業

A A

年度当初に計画されていた203事
業のうち新型コロナや台風の影響
により50事業が中止となったが、実
施できるよう感染防止対策に関す
る助言等することにより、目標事業
数を概ね達成することができた。

自然災害等の影響による事業内
容の変更に対して、確実かつ適正
な交付手続が行われるよう指導す
るとともに、要綱の見直しなどを
行っていく。

生
涯
学
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推
進
課
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船越生涯学
習交流館建
設事業

R 1 -R 5
市

（直営）

より一層充実した
生涯学習活動やま
ちづくり活動の拠
点となる新しい施
設の供用を開始
し、市民が安全・安
心して利用できるよ
うにする。

船越生涯学習交
流館の建替工事

①解体工事進捗
管理
②建設工事進捗
管理

①完了
②完了

①完了
②完了

一
般
110,651 - 98,195 0.8 0.0

①旧館解体工
事の完了
②新館建設工
事の発注完了

①完了
②完了

①設計
業務完
了
②仮設
事務所
建設完
了

設計業
務発注

地元関
係者合
意形成

令和元年度から令和５年度
の５年間で施設の現地建替
を完了させる計画。
①旧館解体工事は４年度に
完了させる計画。
②新館建設工事は４年度に
発注する計画。

①完了
②完了

①A
②A

A

船越生涯学習交流館の旧館解体
工事を予定どおり完了し、新館建
設工事も予定どおり発注完了して
目標を達成できた。工事費の次年
度繰り越しがある。

令和４年度に引き続き、音や振動
が発生し周辺住民へ影響が出る
作業の前に作業内容の事前周知・
説明を徹底する。

生
涯
学
習
推
進
課
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藁科生涯学
習センター
大規模改修
事業

R 4 -Ｒ 5
市

（直営）

老朽化した施設の
屋根、外壁、内装
から設備機器まで
大規模に改修し、
長寿命化を図るこ
とにより、市民が快
適に活動できるよう
整備する。

藁科生涯学習セ
ンターの大規模改
修工事

設計委託進捗管
理

完了 完了
一
般
15,792 - 8,772 0.8 0.0

設計業務の完
了

完了 ― ― ―

令和４年度から５年度の２年
間で施設の大規模改修を完
了させる計画。
４年度は設計業務委託を完
了させる計画。

完了 Ａ A

藁科生涯学習センター大規模改
修工事の設計業務委託について
予定どおり年度内に完了して目標
を達成した。

令和５年度に発注する大規模改修
工事が年度内に完了するよう、工
事の進捗について工事委嘱課か
ら定期的に報告を受ける。

生
涯
学
習
推
進
課
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大里・駿河
生涯学習セ
ンター空調
改修事業

Ｒ 4
市

（直営）

機能低下が著しい
設備機器を改修
し、長寿命化を図
ることにより、市民
が快適に活動でき
るよう整備する。

大里・駿河生涯学
習センターにおけ
る空調設備の改
修

①大里：改修進捗
管理
②駿河：改修進捗
管理

①完了
②完了

①完了
②完了

一
般
51,447 - 45,452 0.3 0.7

①大里生涯学
習センター空調
設備改修の完
了
②駿河生涯学
習センター空調
設備改修の完
了

①完了
②完了

― ― ―
令和４年度末までに完了さ
せる計画。

①完了
②完了

①A
②A

A

大里及び駿河生涯学習センター
の空調設備改修について予定ど
おり年度内に完了して目標を達成
した。

令和４年度をもって事業終了

生
涯
学
習
推
進
課

46
社会教育事
業

-
市

（直営・委
託）

高齢者、子どもの
保護者、女性を対
象に、それぞれの
現代的課題に対す
る学習ニーズに応
える。

①高齢者学級の
開催
②家庭教育学級
の開催
③女性学級の開
催

①高齢者学級の
学級数
②家庭教育学級
の学級数
③女性学級の学
級数

①37学
級
②29学
級
③24学
級

①37学級
②28学級
③25学級

一
般
25,679 - 24,917 0.5 3.0

①延べ参加者
数
②受講生満足
度

①
20,285
人
②
92.3%

①
20,285
人
②
92.0%

①
11,767
人
②
91.3%

①
27,790
人
②
93.7%

①直近３か年の平均値と前
年度実績を比較して高い値
を基に設定した。
②直近３か年の平均値と前
年度実績を比較して高い値
を基に設定した。

①
21,611
人
②
92.4%

①S
②A

A

・新型コロナウイルス感染防止対策
を徹底して開催に努め、成果指標
①、②共に目標を達成し、総合的
にみて当初の目標を達成すること
ができた。

・人生100年時代や変化の激しい
経済社会に適応していくための多
様な学習機会を提供したり、学習
ニーズに応えたりすることで、参加
者の確保に努めていく。

生
活
安
全
安
心
課

47
防犯・犯罪
被害者等支
援推進事業

-
市

（直営）

市民に防犯や犯罪
被害者等支援に対
する意識を高めて
もらうことにより安
心・安全なまちづく
りを推進する。

①市民の防犯意
識高揚のための
広報啓発活動の
実施
②犯罪等に強いま
ちづくり推進審議
会の開催
③犯罪被害者等
支援に関する広
報啓発活動の実
施

①しずおか防犯パ
トロール総登録者
数
②公用車による青
パト実施回数
③犯罪等に強いま
ちづくり市民大
会、犯罪被害者等
支援講演会の開
催回数

①1,300
人
②800回
③各１回

①1,267人
②441回
③各１回

一
般
1,017 - 906 2.5 0.5

①市民大会参
加団体数
②犯罪被害者
等支援講演会
参加者の理解
度

①50団
体
②100%

①46団
体
②100%

①－
②100%

①－
②98%

①新型コロナウイルス感染症
対策として、参加者数を制限
した大会開催を想定している
ため、令和３年度の市民大
会参加団体数を踏まえた目
標値とした。
②犯罪被害者等支援施策の
重要性の啓発を行なう目的
であることから、令和３年度実
績の100%を目標値とした。

①51団
体

②100%

①A
②Ａ

A

新型コロナウイルス感染症の影響
により令和４年度も規模を大幅に
縮小して開催したが、市民大会参
加団体の目標値を上回り、市民大
会の開催により、防犯・暴力追放に
対する市民意識の高揚を図ること
ができた。
　また、犯罪被害者等支援講演会
の理解度は犯罪被害者の生の声
を参加者に届けたことにより、理解
が進み、目標値を達成。第２次基
本計画に基づく市民大会や講演
会などの各種防犯活動が刑法犯
認知件数の減少に貢献した。
（R3:2,907件→R4:2,800件）

市民の防犯意識の更なる高揚の
ため、行政・警察・自治会・各関係
団体等が一丸となって、防犯に対
する市民意識の高揚を図ることが
できるよう、効果的な開催方法を検
討する。
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度
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48
子どもの体
験型防犯教
室事業

H31 -
市

（委託）

小学生を対象に県
と共同で体験型防
犯教室を実施し、
子どもが自身を守
る方法を身につけ
ることで、防犯意識
の高い人づくり・防
犯力の高い地域づ
くりを推進する。

体験型防犯教室
実施に係る県への
負担金支払

体験型防犯教室
実施校数

39校 38校
一
般

420 - 380 0.1 0.0
体験型防犯教
室に参加した児
童の数

6,929
人

6,171
人

3,373
人

8,015
人

実施予定校の受講予定人数
を目標値とした。

6,613
人

A A

実施校も参加児童数も目標値を下
回ったが、子どもが自身の身を守
る安全教育の普及を行なうことが
できた。

当事業は継続的に実施することで
効果が生まれるため、協働実施す
る県のほか関係機関や民間と協力
し、子どもの自主防犯力の強化と
防犯意識の高揚を図っていく。

生
活
安
全
安
心
課

49
暴力追放推
進協議会補
助金

-
市・補助等
（直営・交
付先）

暴力追放運動を推
進し、暴力追放に
対する市民意識の
高揚を図り、明るく
住みよい市民生活
を確立する。

①静岡市暴力追
放推進協議会へ
の補助金交付
②暴力追放推進
協議会の適正な
運営

①補助金交付事
務の円滑な実施
②暴追協総会の
開催回数

①遅滞な
く補助金
を交付
②１回

①遅滞なく
補助金を交
付
②１回

一
般
1,515 - 1,310 0.5 0.0

市民大会参加
団体数

50団体 46団体 - -

新型コロナウイルス感染症対
策として、参加者数を制限し
た大会開催を想定している
ため、令和３年度の市民大
会参加団体数を踏まえた目
標値とした。

51団体 A A

新型コロナウイルス感染症の影響
により令和４年度も規模を大幅に
縮小して開催したが、市民大会参
加団体の目標値を上回り、市民大
会の開催により、防犯・暴力追放に
対する市民意識の高揚を図ること
ができた。

市民の防犯意識の更なる高揚の
ため、行政・警察・自治会・各関係
団体等が一丸となって、防犯に対
する市民意識の高揚を図ることが
できるよう、効果的な開催方法を検
討する。

生
活
安
全
安
心
課

50
街頭防犯カ
メラ設置費
補助金

H29 -
補助等
（交付先）

街頭防犯カメラを
設置する団体を補
助することにより、
地域の自主的な防
犯活動を促進する
とともに、犯罪等に
強いまちづくりの推
進に向けた地域の
自主的な取組を支
援する。

街頭防犯カメラ設
置のための補助
金交付

①補助金交付事
務の円滑な実施
②交付件数

①遅滞な
く補助金
を交付
②25件

①遅滞なく
補助金を交
付
②27件

一
般
7,500 - 7,278 0.5 0.0

街頭防犯カメラ
を設置したこと
による安心感

100% 100% 100% 94%

街頭防犯カメラの設置による
地域防犯力の向上を目的と
するため、設置団体によるア
ンケート回答のうち設置によ
る安心感100％を目標値とし
た。

100% A A

・自治会からの相談に基づいて警
察の協力を得て効果的な設置場
所を協議し、必要な団体に補助金
を交付することができた。
・街頭防犯カメラの設置が地域の
安心感につながった。

カメラ設置を希望する地域が増え
てきたことから、街頭防犯カメラの
設置にあたっては、関係機関との
調整を進め、計画的に補助金を交
付していく。

生
活
安
全
安
心
課

51
防犯協会補
助金

-
補助等
（交付先）

市内における防犯
活動を活性化する
とともに市民の防
犯意識の高揚を図
る。

①市内３防犯協会
への補助金交付
②犯罪や事故の
ない社会を目指し
た地域安全活動、
広報・啓発活動、
青少年の非行防
止活動の支援

①補助金交付事
務の円滑な実施
②啓発活動への
参加協力

①遅滞な
く補助金
を交付
②６回

①遅滞なく
補助金を交
付
②5回

一
般
19,122 - 19,122 0.5 0.0

地域安全推進
員の年間活動
回数

2,000
回

2,434
回

1,565
回

1,981
回

新型コロナウイルス感染症の
影響も考えられるため、令和
２年度及び令和３年度の実
績値の平均値の近似値を目
標値として設定した。

2.524
回

S S

市民の防犯意識の高揚を図るため
の地域安全推進員の地域防犯活
動回数が目標値を上回り、防犯協
会を中心とした積極的な防犯活動
が刑法犯認知件数の減少に貢献
した。（R3:2,907件→R4:2,800件）

防犯協会の活動を支援するととも
に、キャンペーン等で連携を図っ
ていく。

生
活
安
全
安
心
課

52
地域防犯活
動事業費補
助金

-
補助等
（交付先）

地域防犯活動団
体の設立及びその
活動を支援するこ
とにより、地域の防
犯活動を活性化さ
せるとともに防犯意
識を高める。

①地区安全会議
設立のための補
助金交付
②地区安全会議
の活動を支援する
ための補助金交
付

①補助金交付事
務の円滑な実施
②交付件数

①遅滞な
く補助金
を交付
②14件

①遅滞なく
補助金を交
付
②6件

一
般
1,400 - 610 0.5 0.0

①地区安全会
議の延べ活動
回数
②地区安全会
議の延べ活動
人数

①
8,475
回
②
114,02
0人

①
8,310
回
②
111,78
4人

①
8,196
回
②
90,062
人

①
8,086
回
②
93,081
人

各地域における地域防犯活
動は、令和３年度と同様の状
況が続くことが予想されること
から、令和２年度から令和３
年度の実績値増加率近似値
の2％増を目標値とした。

①
7,991
回
②
94,719
人

①A
②B

A

新型コロナウイルス感染症の影響
により活動回数は目標値を下回っ
たが、その影響をのぞけば、活動
人数は目標値を達成し、各地域に
おける地域防犯活動が、地域や子
どもの安心・安全の確保に寄与し
た。

補助金の交付や活動に役立つ情
報の提供により、地区安全会議の
継続的な地域防犯活動を支援して
いく。

生
活
安
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53
路上喫煙被
害等防止事
業

H18 -
市

（直営・委
託）

路上喫煙による被
害を防ぎ、健康で
安心・安全な公共
空間の確保を図
る。

①市民の喫煙マ
ナー向上のための
広報啓発活動の
実施
②喫煙所の設置
及び維持管理
③禁止地区内で
の喫煙者の指導

①広報啓発活動
の実施
②路上喫煙に関
する各種調査の実
施

①20回
②喫煙
所利用
者数調
査３回、
喫煙率
調査１回

①20回
②喫煙所利
用者数調査
３回、
喫煙率調査
１回

一
般
3,964 - 3,130 0.5 6.7

年間の路上喫
煙指導件数

450件 466件 381件 632件

令和３年度における外出人
口増の状況等を鑑み、今年
度はさらに増加が見込まれる
ことから、令和３年度実績程
度維持を目標値とした。

334 件 Ｂ Ｂ

路上喫煙被害等防止指導員の巡
回指導の実施とともに、新型コロナ
ウイルス感染対策を行いながら広
報啓発活動を実施し、条例の周知
と被害の防止に努めた結果、目標
値内での指導件数となった。

新型コロナウイルス感染症の５類
移行に伴い、来静喫煙者の増加
が予想されるため、来静喫煙者へ
の啓発を引き続き実施する。
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達
成
度
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交通安全啓
発事業

-
市

（直営）

市民に交通安全思
想の普及・浸透を
図り、交通ルール
の遵守と正しい交
通マナーの実践に
努めることにより交
通事故防止を図
る。

①年４回の交通安
全運動
②自転車マナー
向上キャンペーン
を実施
③自転車交通安
全指導員による自
転車の安全利用
啓発を実施
④各学区（地区）
交通安全会や交
通安全推進団体
等による交通安全
活動の支援
⑤市民の交通安
全意識の啓発

①交通安全運動
に参画している学
区（地区）交通安
全会の数
②自転車マナー
向上キャンペーン
参加校数
③自転車交通安
全指導員による啓
発活動実施回数
④交通安全リー
ダー手帳・ワッペ
ン配付人数

①78地
区（学
区）
②５校
③２回
④5,400
人

①78地区
（学区）
②３校
③２回
④5,614人

一
般
4,695 - 4,059 1.8 0.0

①年４回の交通
安全運動の参
加者人数

②自転車マ
ナー向上キャン
ペーン参加者
数

①
16,500
人

②130
人

①
16,474
人

②129
人

①
15,376
人

②256
人

①
18,771
人

②176
人

①令和３年度実績の16,474
人を予想値として算出し、近
似値を目標値とした。

②令和３年度実績の129人を
予想値として算出し、近似値
を目標値とした。

①
19,168
人
②163
人

①S
②S

S

・新型コロナウイルスの影響下にも
関わらず①②とも目標よりも多い参
加者数となり交通安全意識の向上
に寄与した

交通安全運動への参加が、自治
会・町内会以外が少ないため、そ
の他民間団体等との連携を視野に
入れるなど、産官学協働による交
通安全啓発活動強化を検討して
いく。
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幼児期にお
ける交通安
全教育の推
進事業

-
市

（直営・委
託）

幼児期から自転車
の交通安全教育を
積極的に実施する
ことにより、家庭で
の交通安全教育を
充実させ、自転車
マナーの向上を図
る。

モデル園にて交
通安全教室を実
施

私立幼稚園等で
の交通安全教室
の実施

６回 ０回
一
般

618 - 0 0.2 0.0
実施園向けア
ンケートによる
満足度

90% ― ― 90%

対象が幼児であり講習内容
の満足度や習得度が計りづ
らいことから、実施園を対象
としたアンケートによる満足
度を目標値とした。

― ― ―
新型コロナウイルス感染症の影響
により、開催を希望する子ども園が
なく、開催ができなかった。

-

生
活
安
全
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静岡県交通
安全指導員
設置費負担
金

-
補助等
（交付先）

街頭指導や交通
安全教育を通して
市民の交通安全意
識を高揚し、交通
事故の防止を図
る。

①「（一財）静岡県
交通安全協会」へ
交通安全指導員
設置事業負担金
を支出
②市内各学校で
の交通安全教室
の実施

負担金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
負担金を
交付

遅滞なく負
担金を交付

一
般
92,306 - 92,306 0.1 0.0 交通安全教室

実施回数
900回 900回 720回

1,028
回

令和３年度実績の900回を予
想値として算出し、同数値を
目標値とした

1,063
回

S S
目標値を上回る回数を実施するこ
とができ、交通安全意識の向上に
寄与した。

実施回数だけでなく交通安全教室
内容の充実も支援していく。

生
活
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静岡市交通
安全推進協
議会補助金

-
市・補助等
（直営・交
付先）

年４回の交通安全
運動等、市民一丸
となった交通安全
運動を行うことで、
交通事故の防止を
図る。

①静岡市交通安
全推進協議会へ
補助金交付
②静岡市交通安
全推進協議会の
適正な運営
③街頭啓発等の
活動支援

①補助金交付事
務の円滑な実施
②総会の実施、年
間計画の策定
③無事故・無違反
コンクールの開催

①遅滞な
く補助金
を交付
②実施
③１回

①遅滞なく
補助金を交
付
②実施
③１回

一
般
1,654 - 1,645 0.1 0.0

年４回の交通安
全運動の参加
者人数

16,500
人

16,474
人

15,376
人

18,771
人

令和３年度実績の16,474人
を予想値として算出し、近似
値を目標値とした。

19,168
人

S S

・新型コロナウイルスの影響化にも
関わらず参加者数は目標値より上
回る結果となり交通安全意識の向
上に寄与した。

交通安全運動への参加が、自治
会・町内会以外が少ないため、そ
の他民間団体等との連携を視野に
入れるなど、産官学協働による交
通安全啓発活動強化を検討して
いく。
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静岡市交通
指導員会補
助金

-
補助等
（交付先）

交通道徳の高揚と
交通安全思想を広
め、交通事故を未
然に防止する。

①静岡市交通指
導員会へ補助金
交付
②街頭啓発等の
活動支援

①補助金交付事
務の円滑な実施
②一斉街頭指導
への参加協力回
数

①遅滞な
く補助金
を交付
②２回

①遅滞なく
補助金を交
付
②２回

一
般
2,512 - 2,512 0.1 0.0 交通指導員数 119人 116人 132人 130人

交通指導員が高齢化により
減少傾向にある。交通指導
員の任期満了による再委嘱
にて令和４年４月１日時点の
指導員数は119人となってい
るため、現状維持を目標値と
した。

106人 Ｂ A
・交通指導員数は減となってしまっ
たものの、街頭啓発は目標通り実
施することができた

地域活動における担い手不足が
進む中、交通指導員会においても
高齢化が進んでおり、令和４年度
は３名の新規加入に対し１６名が
退会する結果となった。今後の交
通指導員の組織的意義と地域に
おける位置づけを交通指導員会と
ともに確認・検討していく。
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①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値
決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度
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59
静岡市交通
安全母の会
補助金

-
補助等
（交付先）

「交通安全は家庭
から」のスローガン
のもと、母親世代
の女性が中心と
なって交通安全運
動を展開し、交通
事故の防止を図
る。

①静岡市交通安
全母の会へ補助
金交付
②街頭啓発等の
活動支援

①補助金交付事
務の円滑な実施

②レター作戦※へ
の参加協力回数

※市内の小学生
が書いた交通安
全に対する思いを
込めた手紙を市民
に配付し、交通事
故防止を呼び掛け
る。また、返信され
た手紙を各区庁舎
等に展示すること
で、市民全体の交
通安全意識の高
揚を図る。

①遅滞な
く補助金
を交付
②１回

①遅滞なく
補助金を交
付
②１回

一
般

407 - 407 0.1 0.0

レター作戦協力
割合（送信手紙
に対する返信
はがき数）

40%

39.6%
(198通
/500
通）

37%
(186通
/500
通）

44%
（265
通）

過去３年間の平均返信率を
目標値とした

40％
（220通
/550
通）

A A
レター作戦の配布場所は、呉服町
通り、蒲原地区内等で行い、返信
率は目標値を達成できた。

今後も、レター作戦による交通安
全意識の向上を図るとともに、返信
率や返信後の展示への来客率を
高められるよう実施していく。

生
活
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静岡市飲酒
運転追放協
議会補助金

-
補助等
（交付先）

酒類提供者等によ
る、飲酒運転追放
活動により、交通
安全と明るい社会
の実現を図る。

①静岡市飲酒運
転追放協議会へ
補助金交付
②街頭啓発等の
活動支援

①補助金交付事
務の円滑な実施
②啓発活動への
参加協力回数

①遅滞な
く補助金
を交付
②１回

①遅滞なく
補助金を交
付
②２回

一
般

349 - 349 0.1 0.0
静岡市飲酒運
転追放協議会
会員数

1,009
社

1,009
社

1,031
社

1,039
社

令和３年度の会員数が1,009
社となっているため、現状維
持を目標とした。

963社 A A

会員数は減少傾向にありながら
も、街頭啓発活動を２回実施し、飲
酒運転追放の普及啓発を図った。

※R3成果指標は当初1,031社とし
ていたが、1,009社であったため、
当該年度の目標値も含め修正し
た。

加盟団体には飲食業を営んでいる
事業所が多く、コロナ禍の影響を
受け会員数が減少傾向にあるもの
の、飲酒運転撲滅に向けた啓発活
動を継続的に支援していく。
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学区・地区
交通安全会
補助金

-
補助等
（交付先）

年４回の交通安全
運動等、地域に根
付いた交通安全活
動を推進し、交通
事故の防止を図
る。

学区・地区交通安
全会へ補助金交
付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般
5,670 - 4,749 0.1 0.0

年４回の交通安
全運動の参加
者人数

16,500
人

16,474
人

15,376
人

18,771
人

令和３年度実績の16,474人
を予想値として算出し、近似
値を目標値とした。

19,168
人

S S

・新型コロナウイルスの影響化にも
関わらず参加者数は目標値より上
回る結果となり交通安全意識の向
上に寄与した。

高齢者層の参加者数が多いことも
あり、地域の実情に合わせた効果
的な広報活動を支援する。

生
活
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清水地域連
合交通安全
推進本部長
会補助金

-
補助等
（交付先）

清水地域の各地区
交通安全会におけ
る交通安全活動に
ついて、連絡協議
を行うとともに、清
水区の交通安全対
策事業へ協力し、
交通事故の防止を
図る。

清水地域連合交
通安全推進本部
長会へ補助金交
付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般

166 - 166 0.1 0.0

年４回の交通安
全運動の参加
者人数（清水区
のみ）

4,300
人

4,290
人

4,926
人

5,666
人

令和３年度実績の4,290人を
予想値として算出し、近似値
を目標値とした。

3,058
人

Ｂ B

・参加者数は目標値を下回った
が、各学区・地区交通安全会で交
通安全運動を実施することができ
たため。

高齢者層の参加者数が多いことも
あり、地域の実情に合わせた効果
的な広報活動を支援する。
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市民相談事
業

～
市

（直営・委
託）

家庭生活、市政及
び交通事故に関す
る相談の他、弁護
士等の専門家によ
る相談を各区役所
で受け付け、適切
な窓口に関する情
報紹介、取次ぎ等
を行う。

①各区役所職員
による一般相談の
受付
②弁護士等の専
門家による特別相
談の受付

①一般相談の実
施
②特別相談の実
施

①100%
②15種
類

①100％
②15種類

一
般
3,959 - 3,764 10.9 1.5

弁護士等の専
門家による特別
相談の機会の
提供（開設回
数）

735回 687回 642回 731回

特別相談の開設回数は、年
間開設予定回数を目標値と
した。
（月平均20～21回×３区×
12月）

735 Ａ Ａ

・計画どおり、市民相談室を利用
する相談者に対し、問題解決への
助言、専門機関の紹介を行うなど
適切に対応したことから、業務は適
正に実施できたため。

・引き続き、静岡県弁護士会等の
各協力団体にお願いし、相談業務
の維持・継続に努める。
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消費者保護
啓発事業

～
市

（直営・委
託）

消費者の自立の支
援、消費生活の安
定と向上、消費者
市民社会の実現を
図る。

①消費生活相談
の受付
②消費者被害防
止などの啓発講座
③消費生活関連
の情報収集・提供
④消費生活審議
会の開催
⑤中学校家庭科
副教材「エブリデ
イ消費者！」の配
布

①消費生活相談
の実施
②主催講座・出前
講座の開催
③高齢者施設等
への注意喚起情
報の提供
④会議の開催
⑤市内全ての新
中学１年生への配
布

①100％
②48回
③12回
④３回
⑤実施

①100％
②56回
③23回
④３回
⑤実施

一
般
11,146 - 6,864 9.7 8.9

①斡旋希望の
あった相談に対
し、消費生活相
談員が解決した
割合
②市内中学校
の授業等で副
教材を実際に
使用した割合

①
94.9%
②
90%

①
93.6％
②
84.7％

①
95.3%
②
82.0%

①
95.7%
②
89.8%

①斡旋希望のあった相談の
解決割合は、過去3年間の
実績の平均値94.9%を予想
値として算出した。斡旋によ
り、相談者の救済等に至るも
のであるが、案件には軽重が
あることから、予想値を目標
値とした。
②使用率は、「静岡市消費
者教育推進計画」で定めた
目標値とした。

①
96.3%

②
88.8%

Ａ Ａ

・専門的知見に基づき、助言、斡
旋等を行い、適切に対応したた
め。
・概ね使用率の目標を達成したた
め。

・相談内容の多様化に対応するた
め、研修への参加機会を増やすな
ど、相談員の質の向上に努める。
・利用率を維持するため、統計情
報の更新作業などを行うほか、家
庭科教員に対しての利用勧奨に
努める
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成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

生
活
安
全
安
心
課

65
消費者団体
補助金

～
補助等
（交付先）

消費者団体の健全
かつ自主的な活動
を促進する。

①しずおか市消費
者協会への補助
金の交付
②しずおか市消費
者協会との意見交
換

①補助金交付の
円滑な実施
②三役、理事等と
の意見交換

①遅滞な
く補助金
を交付
②12回

①遅滞なく
補助金を交
付

②12回

一
般

571 - 571 0.2 0.1

消費者団体の
企画による市民
向けの調査研
究発表、イベン
ト・講座等の回
数

18回 20回 19回 15回

消費者団体の企画事業は、
過去3年間の実績の平均値
18回を予想値として算出し
た。新型コロナウイルス感染
症拡大防止のために、活動
が困難な期間が発生する可
能性もあるが、予想値を目標
値とした。

21回 S S

・消費者団体の企画事業は、コロ
ナ禍にあっても、市民向けの消費
生活に係る普及啓発に取り組み目
標回数を上回ることができたため、

・市民の消費生活の向上に資する
消費者団体の企画事業について
広報活動の支援に一層努めるほ
か、消費者庁や他都市における取
組事例などについての情報提供を
行う。

生
活
安
全
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66
市行政相談
委員協議会
補助金

～
補助等
（交付先）

総務省が委嘱した
行政相談委員に対
し、その活動の円
滑な遂行、資質向
上のため研修等の
支援を図る。

静岡市行政相談
委員協議会（事務
局：総務省）への
補助金の交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般

201 - 201 0.2 0.0

行政相談委員
による行政相談
の機会の提供
（開催回数）

168回 154回 138回 176回

行政相談の開催回数は、各
区役所等で行う定例相談の
開催予定回数を目標値とし
た。
（月平均４～５日×３区×12
月）

168回 Ａ Ａ

・計画どおり、補助金交付を行い、
行政相談員の円滑な活動を支援
した。
・行政相談の開催回数は、計画ど
おり適正に実施できたため。

・引き続き、市で実施する行政相
談の広報のほか、出前講座、イベ
ント等での相談会等への参加につ
いて助言していく。

生
活
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67
計量器検査
業務

-
市

（直営・委
託）

計量法で定められ
た事業者の計量器
の定期検査を実施
し、正確計量の確
保を図る。

①定期検査を義
務付けられた取
引・証明に使用す
る「はかり」の定期
検査を実施（2年
に1度の法定検
査）
②事業者に対す
る指導・啓発

①検査事業者数
②検査実施台数

①1,450
件
②3,500
台

①1,375件
②3,209台 一

般
2,744 - 1,848 3.5 0.9

対象事業者の
受検率

100% 100% 100% 100%

計量器定期検査は計量法に
基づく義務検査であるため、
受検率100％を目標値とし
た。

100% A A

検査対象者に対して、計量定期検
査の重要性、義務等の説明を丁寧
に継続した結果、検査受験率を
100％を達成したため。

計量検査職員の技術向上及び技
術の伝承が課題であるため、計量
研修への計画的かつ積極的な参
加を図っていく。

生
活
安
全
安
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課

68
計量展示会
事業

S 36 -
市

（直営・委
託）

計量展示を実施す
ることにより、市民
が計量制度に親し
み、その役割の重
要性を広く社会に
啓発する。

①計量展示会の
開催(単独)
②計量展示の開
催(他部署との共
催)

①開催回数
②開催回数

①1回
②1回

①1回
②1回

一
般

200 - 142 0.3 0.1

計量制度に触
れる機会の提
供(啓発した日
数)

８日間 10日間 11日間 ２日間

コロナ禍の状況と、過年度
(令和1年度　＊令和２，３年
度はｺﾛﾅ禍のため展示のみ)
の開催実績等を勘案し、本
年度は単独開催１日間、共
催開催7日間の合計8日間開
催を目標値とした。

８日間 A A

コロナ禍の状況を見極め、今まで
開催を控えていた計量展示会を開
催した。生活の基盤となっている計
量について、展示のみでなく、重さ
当てクイズ等を実施し、楽しみなが
ら計量を学べる機会を設けると共
に、多くの市民に計量制度の周知
を図ることができたため。

静岡県計量協会静岡市支部等と
連携をとり、計量思想の効果的な
PRの方法及び来場者の理解増進
を図る展示方法について検討して
いく。

生
活
安
全
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69
計量思想普
及啓発事業
補助金

-
補助等
（交付先）

（一社）静岡県計
量協会静岡市支
部の支援を行うこと
で、同支部への指
導・啓発及び計量
思想の普及啓発を
図る。

①（一社）静岡県
計量協会静岡市
支部へ補助金を
交付
②計量思想の普
及啓発事業に対
する支援

①補助金交付事
務の円滑な実施
②普及啓発活動
への参加協力回
数

①遅滞な
く補助金
を交付
②2回

①遅滞なく
補助金を交
付
②2回

一
般

77 - 77 0.2 0.0 啓発を行った市
民の数

2500人 2500人 2500人 2500人

過去３年間の実績と今年度
想定する開催規模を勘案
し、過年度同様、多くの市民
に正確計量思想の普及・啓
発を行うため、過去実績の
2,500人を目標値とした。

2,500
人

A A

コロナ禍の状況を注視し、随時、
状況を把握することで、啓発活動
の効果的な実施時期を見極め、計
量協会と連携し2,500人の市民へ
の計量思想の普及啓発が実施で
きたため。

より効果的な啓発事業を展開して
いくために、実施回数や場所及び
新たな実施方法や対象について
検討していく。

戸
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70

住居表示・
町字界整備
管理運営事
業

S 38 ～
市

（直営・委
託）

住居表示に関する
法律等に基づき、
住居表示及び町
界町名整理等を実
施し、分かりやすい
街づくりを推進す
る。

①新築家屋等の
住居番号設定
②住居表示の実
施及び推進
③土地改良事業
等に伴う町字界の
変更

①届出等処理
②第２期駿河区長
田地区(向敷地)住
居表示実施・完了
③実施検討の未
実施地区での説
明会の開催とパン
フレット配布等の
実施

①遅滞な
く実施
②実施
③実施

①遅延なく
実施
②完了
③－

一
般
35,007 ― 33,947 3.5 4.0

①完全実施
②実施
③実施

①
100％
②実施
③実施

①
100％
(1,728
件
/1,728
件）
③－

①
100％
（1,748
/件
/1,748
件）
③－

①
100％
（1,767
件
/1,767
件）
③－

①適正な処理実施を目標と
しているため、住居番号設定
の実施100％を目標として設
定した。
②第２期駿河区長田地区(向
敷地）において、住居表示の
完全実施を目標としているた
め、実施日である令和５年２
月11日（土）に完全実施を目
標とした。

①100%
(1,642
件
/1,642
件)
②1件
③－

①A
②A
③
－

A

①住居番号の設定については、誤
設定もなく適正な届出処理ができ
た。
②第２期駿河区長田地区（向敷
地）において、令和５年２月11日
（土）に完全実施することができ
た。

・住居表示実施区域における住所
番号設定届出に対しては、誤設定
及び遅滞なく適正に処理を行って
いく。
・住居表示未実施地区の自治会
主体の代表による住民協議が十分
な理解のもと進められるよう、制度
等の説明を行っていく。

戸
籍
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71
戸籍・住民
基本台帳等
事務

S 22 ～
市

（直営・委
託）

居住関係の公証な
ど住民に関する記
録の適正な管理を
図る。

戸籍法、住民基本
台帳法、印鑑条
例、その他関係法
令に基づく事務の
執行

①届出等処理
②正確性を高める
ための研修への参
加
③マイナンバー
カード交付・周知
活動

①遅滞な
く実施
②実施
③実施

①遅滞なく
実施
②実施
③実施

一
般
543,400 14,520 477,712 92.5 120.2

①事故発生率
②マイナンバー
カードの交付率

①
0.00％
②全国
平均値
（R5.3.
31）

①
0.00%
(３件
/1,017
,361
件）
②
43.42
％

①
0.00%
(1件
/1,042
,698
件）
②
28.7％

①
0.00%
(2件
/1,004
,153
件）

①適正な処理実施を目標と
しているため、届出等処理に
おける事故件数を０％とし
た。
②令和４年度末までに、マイ
ナンバーカードが行き渡るこ
とを国が目指していることか
ら、当市は円滑な交付体制
を整え、国の交付率を上回る
交付率を目標とする。

①
0.00%
(２件
/1,012
,456
件）
②
67.89
％

①A
②A

A

届出等処理については、申請書類
の誤廃棄が２件あったが、速やか
な事後対応を行うとともに、手順の
見直しなどの再発防止策を講じ、
より適切な保管管理を行う体制を
整えた。
マイナンバーカード交付は、申請
率は、77.47％、交付率は67.89％
でいずれも全国平均（申請率
76.30％、交付率67.0％）をやや上
回り、ほぼ期待どおりであった。

・個人情報を含む多くの届出等の
処理を行うことから、事故発生率
０％を継続的に達成できるよう事務
処理手順等徹底した確認を行って
いき、適正な業務運営を図る。
・マイナンバーカード交付について
は、国の普及策のみに頼るのでは
なく、当市においてもカード申請を
しやすい機会の拡大を図る。



Ｒ３ Ｒ２ R1

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値
決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度
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72
中長期在留
者住居地届
出等事務

S 27 ～
市

（直営・委
託）

中長期在留者等の
住居地の届出等の
事務を行い、外国
人住民の住居地の
適正な管理に努め
る。

出入国管理及び
難民認定法等に
関する事務

①届出等処理
②正確性を高める
ための職場研修の
実施

①遅滞な
く実施
②１回

①遅滞なく
実施
②１回

一
般

99 ― 5 8.1 0.2 ①事故発生率
①
0.00％

①
0.00%
（0件
/3,180
件）

①
0.00%
（0件
/3,747
件）

①
0.00%
（0件
/4,994
件）

①外国人住民の住居地の適
正な管理を目標としているた
め、出入国管理等届出等の
処理における事故件数を
０％とした。

①
0.00%
（0件
/6,180
件）

A A

中長期在留者等の住居地の届出
や入国管理局への報告事務等に
ついて、誤りなく適正な業務運営
が実施できた。

・事故が発生しないよう三区戸籍
住民課と情報共有等連携を行い、
適正で円滑な業務運営を図る。

戸
籍
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73
自動車臨時
運行許可事
務

S 26 ～
市

（直営・委
託）

未登録の自動車を
陸運支局等へ回
送するなどの特例
的な運行許可を適
正に行う。

道路車両運送法
に基づく、自動車
の臨時運行の許
可事務

①申請処理
②正確性を高める
ための職場研修の
実施

①遅滞な
く実施
②１回

①遅滞なく
実施
②１回

一
般

107 ― 106 1.0 0.1 ①事故発生率
①
0.00％

①
0.00%
（0件
/3,482
件）

①
0.00%
（0件
/3,559
件）

①
0.00%
（0件
/3,905
件）

①適正な臨時運行許可の実
施を目標としているため、許
可業務における事故件数を
０％とした。

①
0.00%
（0件
/3,458
件）

A A
自動車臨時運行許可証の交付や
管理等の事務について、誤りなく
適正な業務運営が実施できた。

・事故が発生しないよう三区戸籍
住民課と事務処理手順等徹底した
確認を行っていき、適正な業務運
営を図る。

戸
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74
人口動態調
査事務

S 22 ～
市

（直営・委
託）

人口動向を恒常的
に調査し、公衆衛
生や経済の発展の
ために活用する。

人口動態調査、住
民基本台帳人口
報告

①人口動態調査
票作成
②人口移動調査・
報告回数

①遅滞な
く実施
②各区
12回

①遅滞なく
実施

②各区１２
回

一
般

800 ― 800 1.0 0.5 ①事故発生率
①
0.00％

①
0.00%
（0件/
各区12
回）

①
0.00%
（0件/
各区12
回）

①
0.00%
（0件
/17,30
5件）

①適正な人口動態調査・報
告を目標としているため、人
口異動調査の処理報告にお
ける事故件数を０％とした。

①
0.00%
（0件/
各区12
回）

A A
調査、報告ともに遅滞なく適正に
実施できた。

・事故が発生しないよう三区戸籍
住民課と事務処理手順等徹底した
確認を行っていき、適正な業務運
営を図る。

戸
籍
管
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75
旅券窓口事
務

H21 ～
市

（直営・委
託）

市民に身近な区役
所での旅券発給事
務により、市民サー
ビスの向上を図る。

静岡県から移譲さ
れた旅券法に基
づく旅券発給事務
の一部（申請受付
及び手交）

①申請処理
②窓口業務委託
先との情報交換の
実施

①遅滞な
く実施
②各区
12回

①遅滞なく
実施

②各区１２
回

一
般
30,817 ― 28,116 2.9 0.0 ①事故発生率

①
0.00％

①
0.00%
（0件
/4,528
件）

①
0.00%
（0件
/5,109
件）

①
0.00%
（0件
/43,39
8件）

①適正な旅券発給事務を目
標としているため、旅券申請
や発給処理における事故件
数を０％とした。

①
0.00%
（0件
/15,18
7件）

A A
旅券の交付等、誤交付なく適正な
業務運営が実施できた。

・事故が発生しないよう三区戸籍
住民課と事務処理手順等徹底した
確認を行っていき、適正な業務運
営を図る。

戸
籍
管
理
課

76
市営霊園管
理運営業務

M34 ～
市

（直営・委
託）

市営霊園を適正に
維持・管理するとと
もに、市民の公的
墓地に対するニー
ズに応える。

①新規利用者の
受付業務
②市営墓地（愛
宕・沓谷・沼上・清
水大平山）及び市
営納骨堂（愛宕）
の維持・管理業務

①新規墓地利用
者募集の実施
②施設維持管理
に係る業務委託契
約件数

①１回
②12件

①１回
②1２件

一
般
28,946 ― 27,377 5.5 3.0

①供給した墓
地の区画数
②管理瑕疵に
よる事故件数
③業務委託件
数

①70区
画
②０件
③12件

①75区
画
②０件
③12件

①75区
画
②0件
③14件

①75区
画
②0件
③12件

①当該年度の目標値は、沼
上霊園新規墓地40区画に愛
宕霊園・沼上霊園の返還墓
地を加えた70区画とした。
②管理瑕疵による事故発生
の防止を目指すため、事故
件数0件を目標値とした。
③施設維持管理に必要な委
託件数12件を目標値とした。

①69区
画
②０件
③12件

①A
②Ａ
③Ａ

Ａ

・目標墓地区画数を供給すること
ができた（70区画供給したが、１区
画は辞退により契約に至らなかっ
た）
・管理瑕疵による事故　０件
・委託業務を全て実施し、適正に
運営を行った。

・墓地募集は、目標区画数を供給
しており、今後も計画的な供給を
図る。
・施設維持管理業務委託を計画的
かつ確実に実施し、霊園の適正な
維持管理を図る。

戸
籍
管
理
課

77
市内斎場管
理運営事業

T 4 ～
市

（直営・委
託）

静岡市斎場が、市
民の利用しやすい
施設となるよう管理
運営する。

①火葬業務
②霊柩自動車運
行業務
③施設管理等の
斎場運営業務

①業務の適正な
実施
②安全な運行の
実施
③施設維持管理
に係る業務委託契
約件数

①適正な
実施
②適正な
実施
③47件

①適正な実
施

②適正な実
施

③48件

一
般
367,100 ― 401,681 8.5 8.0

①滞りない火葬
業務の実施
②管理瑕疵に
よる事故件数
③業務委託件
数

①
100％
実施
②０件
③47件

①
100％
（8,799
件
/8,799
件）
②０件
③47件

①
100％
（8,505
件
/8,505
件）
②０件
③51件

①
100％
（8,580
件
/8,580
件）
②０件
③51件

①火葬業務は、火葬需要に
対応して100％実施する必要
があるため、100％実施を目
標値として設定した。
②管理瑕疵による事故発生
の防止を目指すため、事故
件数０件を目標値として設定
した。
③施設維持管理に必要な委
託件数47件を目標値とした。

①
100％
（9,832
件
/9,832
件）
②０件
③48件

①A
②Ａ
③Ａ

Ａ

・100％火葬を実施した。
・管理瑕疵による事故　０件
・委託業務を全て実施し、適正に
運営を行った。

・今後も火葬需要の増加が見込ま
れるため、引き続き適正な業務運
営を行い、火葬業務の完全実施を
図る。
・台風等の災害や突発的な事故が
発生した際にも火葬業務を継続で
きるよう、対応マニュアルの見直し
や非常用発電機の適正なメンテナ
ンスなどのＢＣＰ対策を徹底する。

井
川
支
所

78

所管施設管
理運営及
び、高齢者
見守り事業

～
市

（直営）

　所管施設を活用
して回遊性の向上
を図る。
　住民生活に密着
した施策を通じて、
安心安全な生活環
境の実現を図る。

①所管施設の適
正な維持管理
②高齢者世帯（75
歳以上のひとり暮
らし及び85歳以上
の世帯）の見守り

①井川湖畔遊歩
道（廃線小路）の
維持管理
②職員による対象
世帯の訪問（毎月
全戸訪問）

①計24
回
②100％

①計26回
②100％

一
般

942 0 750 1.0 0.3

①管理瑕疵に
よる事故件数
②訪問・聞き取
り調査による満
足度

①０件

②
100％

①０件

②
100％

①０件

②
100％

①０件

②　－

①地域住民及び来訪者の活
動等が円滑に行えるよう、管
理瑕疵による事故件数を「0
件」とした。

②訪問する職員が、一人暮
らしで生じる不便を聞き取り、
関係者に連絡することで、不
安感の軽減が期待されること
から、聞き取り調査による満
足度を「100%」とする。

①０件

②100%

①A

②A
A

①事故発生は無く、適切な維持管
理ができた。
②対象56世帯を定期的に訪問し、
健康状態や生活に関する意見を
把握したことで、聞き取り調査によ
る満足度は100％となった。
　また関係機関(井川高齢者生活
福祉センター、診療所等)とも情報
共有し、きめ細かな見守りを行うこ
とで対象世帯の安心感につながっ
た。

・廃線小路は供用開始後10年が経
過し、木製施設（転落防止柵、ベ
ンチ）の劣化や沿線樹木の立枯れ
により倒木が発生する等、利用者
の安全を確保できない恐れが生じ
ている。
・定期的な点検の実施や施設修繕
を適切に行うための予算措置ととも
に、安全確保を図るための修繕計
画を立てて対応していく。
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①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値
決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度
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79
井川湖渡船
運営事業

～
市

（直営・委
託）

　井川湖渡船を活
用して交流人口の
増加を図る。

①渡船の安全航
行と施設の管理
②渡船を利用した
地域の活性

①安全航行と施設
の適正管理
②イベントの開催

①実施
②13日
間

①実施
②17日間

一
般
25,210 0 23,997 1.0 0.0

①管理瑕疵に
よる事故件数
②１日あたりの
乗船人数

①０件

②20人

①０件

②14人

①０件

②27人

①０件

②19人

①安心安全を最重視し、管
理瑕疵による事故発生件数
を「０件」とする。

②更新した渡船施設（船舶・
待合所）を活用し積極的に
地域振興に取り組む一方、
限られた運航条件や、コロナ
禍による影響も踏まえ、直近
３ヵ年の平均値とし、「20人」
に設定した。

①０件

②13人

①A

②C
A

①管理瑕疵による事故は無く、安
全な運航ができた。
②４/27から７/22まで水位低下に
よる運休、台風15号による影響を
受け、1日あたりの乗船者数は減少
したが、地域と連携し、更新した渡
船待合所や地域資源を活用し、魅
力向上や消費喚起に繋がるイベン
トを拡充したことで交流人口の増
加に取り組んだ。
さらに、静岡文化芸術大学と連携
し、更新した渡船施設（船舶・待合
所）の活用促進に資する井川湖渡
船シンボルマークを制作し、公表し
た。（商標登録出願中）

・渡船の運航はダム湖の水位や気
象の影響を受けやすく、限られた
運航期間内で乗船者を確保、増
加させる取組が必要
・地域住民や関係企業と連携し、
渡船と地域資源を組み合わせたイ
ベントを開催するとともに、SNS等を
活用した新たな情報発信を行い、
渡船シンボルマークの普及を図る
ことで、井川湖渡船の認知度を向
上させ、乗船者数の増加につなげ
ていく。

井
川
支
所

80
渡船待合所
更新事業

～
市

（直営）
井川湖渡船待合
所の更新

・老朽化した渡船
待合所の移転新
築および解体

①新渡船待合所
の建設（完成）
②旧渡船待合所
の解体

１件
①完成
②完了

一
般
12,000 15,143 25,789 0.3 0.0

①新渡船待合
所の完成
②旧待合所の
解体

①新待
合所の
完成

②旧待
合所の
解体

―

―

―

―

―

―

①渡船待合所の工期内の完
成を目標とする。

②計画的に手続きを行い、
年度内の解体を目標とする。

①完成

②解体
完了

①A

②A
A
①工期内で完成、供用開始。
（R4.4月）
②年度内で解体完了。（R5.3月）

－


